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研究成果の概要（和文）：日本の製造企業におけるタイの重要性を明らかにし、世界の部品供給基地であることを確認
。インドシナ半島の東西回廊の整備とAFTAの促進がさらなる産業集積と物流コストの低下を促す一方、大洪水で明らか
となった課題を提示。さらに、タイで日本的ものづくりが進行すれば日本経済への生産波及効果を低下させるが、日本
国内で独自の技術開発を続けることは世界的に重要な意味を持ち、それによる生産誘発効果は高いことを明らかにした
。

研究成果の概要（英文）：We recognize the importance of Thailand as the production base to the Japanese man
ufacturers and as the worldwide supplier. While improving the East-West Economic Corridor in Indochina pen
insula and AFTA accelerating industrial cluster and reducing the logistic cost, the flood in 2011 revealed
 Thailand still have the issues to be the great production-distribution center. If the Japanese-style manu
facture has being established in Thailand, the multiplier effect on Japan would come down. However, we sho
w that it must be significant for the manufacturers in the world to keep the original technological develo
pment in Japan, and that there are highly production inducement effects on Japanese economy by that.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
1)日本企業のアジア戦略 
世界の生産拠点となったアジアは、リーマ
ン・ショックを契機とした世界同時不況から
いち早く離脱した。アメリカ、ヨーロッパへ
の輸出需要が急減し、アジア諸国もその影響
が少なくなかった。しかし、アジアには世界
人口の六割近くが住み、その潜在的市場は巨
大である。その中で、タイは日本からの長年
にわたる製造業投資の蓄積で、日本企業の市
場シェアは非常に大きい。現地では高品質の
部品調達ができることから、今では各企業の
単なる生産拠点としてだけでなく、アジアの
一大物流センターとしての役割を期待され
ている。既にインドシナ半島では、東西回廊、
南部回廊といった太平洋とインド洋を結ぶ
道路計画が次々に打ち出されている。 
日本の主要物流企業は、既に日本まで含め
たアジア全域の中心をタイと定めて、その物
流網を築きつつある。現地の日系企業にとっ
ては、輸送のリードタイムが短く、かつ低コ
ストで行われることが、アジア各地のグルー
プ企業、ローカル企業への販売を促進し、そ
のネットワークを広げることにつながる。 

 
2)ＦＴＡと生産拠点の集約 
 このような物流センターの構想が生まれ
る背景には、ASEAN 諸国の他の地域に先んじ
た FTA（自由貿易協定）の推進がある。域内
の関税率の低下は、ASEAN 各地に工場を置い
ていた日本企業にとって、規模の経済による
コストの低下を目的に生産拠点の再編・集約
を促した。さらに、ASEAN 諸国はインドと中
国とも FTA で結ばれた。そのことは、日本が
直接 FTA を結んでいなくとも、日本企業にと
って重要な製造拠点となったASEANを通じて、
インド、中国と間接的に自由貿易圏になるこ
とを意味する。すなわち、日本企業は ASEAN
の中心であるタイに生産拠点をさらに集約
させ、そこに物流センターとしての機能をも
たせれば、グローバル経済において、高品
質・低価格で優位に立つことができるのであ
る。 
 
２．研究の目的 
中国・インドの巨大市場に対する期待が大
きい半面、日本企業にとって中国一極集中を
避けるという点からASEANに再び注目が集ま
っている。しかし、実際の生産現場では、
ASEAN の中心的存在であるタイに生産拠点と
してだけでなく、アジアの大物流センターと
しての期待が非常に大きい。本研究では、①
アジア全体におけるタイの重要性を物流と
いう視点で明らかにし、②そのことが日本企
業、そして日本にとって経済的効果のみなら
ず安全保障の面からいかに大きな効果がも
たらされるのか、そして③その実現のために
日本政府が行うべき支援と今後提案すべき
プロジェクトはどのようにあるべきか、を目
的とした。 

３．研究の方法 
現地調査については、民間企業で長年研究
活動の実績のある研究協力者を通じてアポ
イントをとり、調査に同行してもらった。こ
れにより、短期間に研究にとって非常に重要
なインタビューが可能となった。また、現地
では、この共同研究チームとは長年の交流が
あるタイ人のチュラルンコン大学研究員(民
間企業役員兼務)に研究協力をお願いした。
それにより、政府機関、ローカルの製造企業
に対しスムーズにアポイントをとることが
でき、視察・インタビューに同行してもらう
ことで、微妙なニュアンスを含めた現地の事
情について理解を深めることができた。 
研究グループでは、このような現地調査の
結果から、現場感覚に基づいた理論分析・統
計分析を行った。 
 
４．研究成果 
1)現地の急激な変化に伴う研究課題の変遷 
3 年という研究期間の間、以下のような大
きな事件の発生や政策の推進によって、現地
の投資環境が政治的環境も含めて劇的に変
わった。 
①バンコク周辺での大洪水 
②ミャンマーへの新規投資解禁 
③ASEAN 自由貿易協定(AFTA)の推進 
④タイ全国の最低賃金大幅引き上げ 
2011 年、バンコク大都市と多くの日本企業
が工場を構える周辺地域を襲った大洪水は、
世界のサプライチェーンを麻痺させ、皮肉に
もタイが既に ASEAN 全域、そして世界の生産
拠点・輸出拠点としての役割を担っていたこ
とを証明することとなった。それと同時に、
タイの物流機能の脆弱性も露呈することに
なった。これは、2015 年の ASEAN 完全統合を
にらみASEAN自由貿易協定(AFTA)による域内
関税削減が進行し、タイ国内の労働力不足な
らびに最低賃金の大幅引き上げられる中(結
果、全てのクラスの賃金率上昇)、企業はタ
イ一極集中から多極分散へと次の戦略を模
索している。既に、タイに隣接した国々への
日本企業をはじめとする外国企業の進出ラ
ッシュが起きている。さらに、日本の ODA で
推進されているインドシナ半島の東西回廊、
南部回廊は、太平洋側とインド洋側を短時
間・低コストで結ぶ物流の大動脈と期待され
ていたが、資金面に加え政治的課題が大きか
った。とりわけ、インド洋側の出口であるミ
ャンマーは、日本を含む欧米諸国の新規投資
ができなくなっていた。ところが 2011 年の
ミャンマー民主化とそれに伴う経済制裁解
除が、その実現可能性を加速させることとな
ったのである。そのことが、現地の状況をさ
らに早いスピードで変化させている。このよ
うな中で、当初の研究課題はその方向を修正
せざるを得なくなった。いや、むしろ、どの
ような方向に展開するのか、そのこと自体が
課題となった。 
当初の研究目的の根底には、タイの経済発



展が ASEAN のさらなる発展につながり、その
ことが日本に大きな生産波及効果としての
経済的利益をもたらすという考えが前提に
あった。すなわち、タイが世界的な生産・輸
出拠点になり、その生産が増加すれば増加す
るほど、日本においてその製品に必要な部品
の輸出需要が発生するとの考えに基づいて
いたのである。しかし、現地でのインタビュ
ーで見えてきたのは、その前提を覆すような
現場の状況であった。 
 
2)日本的ものづくりと産業空洞化問題 
 ASEAN 地域における日本企業の期待と投資
の増加は、一方で日本国内の深刻な産業空洞
化を引き起こすのではないかという懸念を
高めている。我々の過去の研究では、たとえ
ASEAN が生産拠点となり、そこからインド、
ヨーロッパ、アメリカへ輸出されようとも、
部品を日本から輸入する限り、ASEAN 地域の
生産増加・経済発展が日本にもたらす生産波
及効果は大きく、空洞化には至らないと結論
付けた。しかし、日本企業は激しい世界競争
の中で、コスト削減のために現地調達比率を
高めることが急務である。そのことは将来、
日本への波及効果が低下することを意味す
る。1997 年のアジア通貨危機以後、自動車産
業を中心とする部品産業の育成を、タイ国政
府、日本政府、そして日本企業が協力して推
進した。また一方で、タイに進出していた製
造企業が 100%外国資本を認められたことに
より、日本の投資はますます増加した。 
現地の日本企業にとって、コストを引き下
げるために部品の現地調達率を引き上げる
ことは今の最重要課題である。高度な自動車
部品を高い品質で生産できるようになると
いうことは、あらゆる製品の部品生産が可能
になることを意味する。タイでは、日本的も
のづくりが可能な環境と労働者の技術が既
に整っている。現在、日本では生産していな
い製品も少なくない。そのため、大洪水の際
には、タイ人が日本へ派遣され、日本人を指
導して代替生産を行うケースがみられたの
である。 
 
3)日本から輸入される高付加価値製品 
研究最終年度のタイ現地調査では、現地調
達率が数値上 100%近い自動車部品でも日本
からの輸入そのものは減る傾向はみられず、
常に以前より高付加価値のものが輸入され
ていることが確認された(図は卑金属製品に
ついてのみ:縦軸:1000 円、横軸:kg)。現地で
の日本企業インタビューの中で、まだ日本で
しかできないものがあるという話は非常に
興味深いものであった。それは、精密な機械
や電子部品ではなく、ナットやボルトのよう
な基本的な部品であり、用途に応じた金属加
工製品である。このことは、今の日本経済再
生の大きなヒントになるとの確信を得た。 
 現在、現地インタビューの裏付けとなるデ
ータの分析作業を行っている。また、経済大

国であるアメリカや中国に対して、ASEAN 全
体が日本との経済関係でどのような位置に
あるか、品目別に輸出入の状況を分析してい
る段階である。 

 
4)東西回廊・南部回廊と日本の ODA 
現在、太平洋側のベトナムからラオス、タ
イ、インド洋へつながるミャンマーをつなぐ
東西回廊、およびベトナム、カンボジア、タ
イ南部をつなぐ南部回廊におけるインフラ
整備は、トラックによる陸上輸送を前提とし
た道路整備が中心である。実際、円借款で国
境となるメコン川に橋がかけられ、それを利
用したインドシナ半島を横断する国際幹線
道路の整備が進められている。 

しかし、石油資源の節約、そして船に直接
積み込むことができるコンテナの大量輸送
という点からは、本来、鉄道による輸送が望
ましい。タイでも、モーダルシフトのプロジ
ェクトが進行している。 
ASEAN 諸国が推進しようとしているのは、
広域鉄道ネットワークである。その一方で、
中国が本土から南下して直接インドシナ半
島の海に通じる鉄道ルート整備計画を、独自
に推し進めようとしている。これは、日本企
業の今後の事業活動のみならず、日本の安全
保障という点から考えれば、日本が先にイニ
シアティブを握って行うべき事業である。し
かも、日本の鉄道産業は自動車にかわる新た
な輸出産業としての可能性が非常に高い。さ
らにその技術力の高さは、単に装置産業とし
ての高さではなく、鉄道システムそのものを
維持するための労働集約的な技術の裏付け
があるからこそである。その意味では、この
ようなプロジェクトは、日本の国益のみなら
ず、インドシナ半島諸国の地域格差・貧富の
格差を縮小するには重要な技術移転になる



のである。 
日本は資源を海外からの輸入に依存して
いる。その輸送経路となる ASEAN 諸国の政治
的、経済的な安定は、シーレーンの確保と安
全保障という点で日本経済の安定にとって
必要不可欠である。その意味でも、インドシ
ナ半島の物流網の確立は、ＡＳＥＡＮ諸国の
地域格差との縮小と経済的・政治的安定につ
ながるだけでなく、日本の国益にかなうもの
である。 
 
5)タイ現地調査から見える日本経済の問題 
 いまの日本経済は、他のアジア地域にみら
れるような 24 時間稼働の大規模な国際港湾
や国際空港などの社会資本が整備されてい
ない。しかもそれらの設備へのアクセスの不
便さ混雑があり、費用も高い。これは、企業
にとって国内で生産し、輸出するには物流コ
ストが高すぎるということを意味する。社会
資本の不足や社会的費用の高さは、企業が海
外へ進出していった大きな要因である。 
一方、バンコク周辺域の大洪水は、多くの
日本企業に多大な影響を与えたにも関わら
ず、日本企業の多くは最も被害の大きかった
アユタヤやバンコク周辺域から日本への撤
退を考えなかった。むしろ、日本からのタイ
への投資はその後、件数・額ともに急増して
いる。その理由は、タイ国内の労働の質の良
さである。日本に還って工場を再開し、日本
人労働者を雇用するよりは、タイに留まって
タイ人の労働者とともに、新しい資本設備を
購入して生産を続行することを選択したの
である。 
 日本経済の産業空洞化の原因は、海外の労
働費用の安さに求められることが多いが、製
品の付加価値の高さと賃金率は比例する。真
の原因は、日本国内の社会資本の不整備であ
り、人材育成の問題である。 
その一方で、「産業の空洞化」とは経済発
展に伴う産業・就業構造のサービス化である
と考えれば、現在の日本の状況は必然的な結
果ということになる。しかし、製造技術・製
品開発がその国の風土・歴史・文化に基づく
ならば、日本における製造業の役割は、日本
のみならず世界的に特別な意味を持つので
ある。 
 
6)日本が行うべき政策 
①インフラという基盤整備と産業再配置 
日本国内の港湾・空港そのためのアクセス
整備、それによる地域の産業再配置により、
物流コストは大幅に下がると期待される。こ
れこそがパラダイムの転換であり、企業の国
内投資の増加につながる。インフラ輸出の前
に、我が国の地域再生につながる基盤整備の
見直しが急務である(物流新幹線構想と地域
への産業再配置)。 
②「ものづくり」で実現できる豊かさ 
いま、日本政府によって成長戦略が議論さ
れているが、産業としての比率が低下してい

る製造業はあまり考慮されていない。しかし、
その製造業の波及効果こそが新たな産業・サ
ービスを生み出す源泉である。重要なのは基
本的なものづくりであり、伝統・文化に基づ
く日本的発想のものづくりである。そのため
に人を育て、技術を継承していくことである。 
③人材育成と技術の継承 
現在のように非正規が4割に達する社会で、
技術の継承は困難である。正規雇用の増加と
それによる人々の安定的な生活、そして長期
的な視点での人材育成があってこそ可能と
なる。抜本的な教育改革には、グローバル社
会にあるからこそ、独創的な考え方のもとと
なる日本の伝統文化を見直す視点が重要で
ある。 
④「ものづくり」による安全保障 
関税撤廃が進む ASEAN 諸国は、ヨーロッパ
のユーロ圏のように常に金融不安がつきま
とう通貨ではなく、「ものづくり」の分業体
制で結びつきつつある。その ASEAN 諸国はさ
らに日本と「ものづくり」によって結びつい
ている。これは、この一帯の経済的な安全保
障が確立されていることと同じである。その
認識のもとに、現地への民間投資の支援と援
助を行うことが重要である。 
 
7)今後の研究課題 
今回のタイを中心とした現地調査研究か
ら、今の日本経済の問題が浮かび上がってき
たことは、予想外の成果だったといえる。今
後、次のような視点を持って、日本経済の政
策議論を進めることが重要と考える。 
①金融ではなく「ものづくり」 
アジア通貨危機から復活したASEAN諸国が、
リーマン・ショック以後も高い成長率を維持
できるのは、世界の「ものづくり」を担って
いるからである。巨大な欧米諸国の金融部門
は巨額の利益を稼ぐが、その利益の本質は、
本来、実物経済が生み出した生産物の存在が
あってこその役割である。 
②ローカルな発想 
グローバル社会の中にあって、「ものづく
り」の発想の原点、技術開発はその国独自の
風土・文化・歴史に基づく。 
③フラットではない世界 
TPP への参加が決まり、日本経済のグロー
バル化はさらに加速すると考えられる。しか
し、国によって気候が違うならば、その国の
人の考えや習慣も異なるはずであり、その必
要性(需要)の違いから、内外格差が生じるの
は当然であり、生産される財も本来異なって
いるはずである。 
④歴史、伝統・文化を考慮した政策の適用 
異なる風土・文化・歴史を土台とする国の
システムは必然的に他の国と異なる。従って、
同じ目的であっても国によって経済社会政
策は異なり、その適用方法・手段も異なるは
ずである。 
➄製造業が新たなサービス産業の源泉 
経済発展とともに産業構造はサービス部



門が拡大し、製造業の比率は低下する傾向に
ある。しかし、製造業の生産波及効果は非常
に大きく、それゆえ雇用の創出力が大きい。
しかも、製造業がさらに多くの新たなサービ
ス産業を生み出すと考えられる。そして日本
は、先進国でありながら世界の需要に応える
べく、日本国内において日本的発想のものづ
くりを生み出していく必要がある。 
⑥地方の豊かさと産業の再配置 
世界一ビジネスがしやすい国ではなく、
人々が豊かに人間らしく生活できる経済社
会を目指すべきである。そのためには地方で
も十分な雇用が必要である。一方、企業は物
流コストが低く、高い技術力をもつ人材を採
用できる場所に行くはずである。物流新幹線
構想に基づいた物流コストの大幅な低下に
よる産業の再配置は、企業の回帰を促し、地
方に回帰する人々を増やすはずである。 
 
一方、おなじく日本企業が集中し、タイに
続く急速な経済発展をみせるインドネシア、
そして関税撤廃と物流の改善で分業体制が
進むと考えられるタイ周辺国への調査が不
十分である。日本企業をはじめとする世界の
企業の動きで、この地域の変化はすさまじい。
間断無い現地調査が同時に重要である。 
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